
租税特別措置法等（間接税等関係）の改正

一　酒税関係の改正

1 　リファンド方式への見直し等に伴う輸
出酒類販売場制度の見直し

⑴　改正の背景
　酒類製造者が輸出酒類販売場（消費税の輸出
物品販売場の許可を受けた酒類の製造場である
こと等の要件に該当する販売場として、当該酒
類の製造場の所在地を所轄する税務署長の許可
を受けた酒類の販売場をいいます。以下同じで
す。）において訪日外国人旅行者等に対して一
定の手続により酒類を販売した場合には、消費
税に加えて、当該酒類に係る酒税を免税とする
制度（いわゆる「酒蔵ツーリズム免税制度」）
が設けられています（旧措法87の 6 ）。
　近年、消費税の輸出物品販売場において免税
で購入された製品が、国外に持ち出されること

なく国内において横流しされる等の不正が疑わ
れる事例が多数把握されたことから、こうした
不正を防止する観点から、消費税の輸出物品販
売場制度については、販売時に免税とする制度
から、出国時に免税対象物品の持ち出しが確認
された場合に免税販売が成立する制度とし、免
税販売の成立後に免税店から免税購入対象者に
対し消費税相当額を返金するリファンド方式に
見直す方針が令和 6年度税制改正大綱で示され
ていたところです。
　これを受けて、令和 7年度税制改正において
は、リファンド方式への具体的な見直しについ
て議論が行われ、消費税の輸出物品販売場制度
がリファンド方式へ見直されることに伴い、消
費税の輸出物品販売場制度を前提としている酒
税の輸出酒類販売場制度についても、観光庁か
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らは消費税の輸出物品販売場制度と同様の見直
しを行うこと、国税庁からは当該制度の上乗せ
として酒税の輸出酒類販売場制度が一体的に運
用されることを前提に酒類製造者の負担軽減に
十分配慮して見直しを行うこと、との要望が提
出されたことを踏まえて検討が行われ、消費税
の輸出物品販売場制度と同様にリファンド方式
への見直しを行うこととされました。
　そのほか、電子計算機を使用して作成する国
税関係帳簿書類の保存方法等の特例に関する法
律（平成10年法律第25号。以下「電子帳簿保存
法」といいます。）における電磁的記録に係る
重加算税の加重措置の適用対象の見直しに併せ
て、消費税法においても、電磁的記録に係る重
加算税の加重措置の適用対象から、複製・改ざ
ん行為が困難な会計ソフト等を使用して送受信
されたデジタルデータを除外することが適当で
あるとして、事業者により保存されている購入
記録情報等の一定の電磁的記録であって、その
保存が国税の納税義務の適正な履行に資するも
のとして一定の要件を満たしている場合におけ
るその電磁的記録について、電磁的記録に係る
重加算税の加重措置の適用対象から除外する措
置が講じられました。それに伴い、酒税の輸出
酒類販売場制度において酒類製造者により保存
されている酒類購入記録情報（⑵③ロの酒類購
入記録情報をいいます。以下同じです。）及び
税関確認情報（⑶①の税関確認情報をいいま
す。）についても、同様の要件を満たしている
ものについて、電磁的記録に係る重加算税の加
重措置の適用対象から除外する措置が講じられ
ました。

⑵　改正前の制度の概要
　輸出酒類販売場制度は、輸出酒類販売場にお
いて免税購入対象者（①の免税購入対象者をい
います。以下同じです。）に対して一定の手続
により免税酒類（②の免税酒類をいいます。以
下同じです。）を販売した場合には、消費税に
加えて、当該免税酒類に係る酒税を免税とする

制度です。
　免税販売を行う酒類製造者は、酒類の製造場
ごとにあらかじめ税務署長から輸出酒類販売場
としての許可を受ける必要があります。また、
免税販売を行う場合には、免税酒類を購入する
者から旅券等の提示を受け、その者が免税購入
対象者に該当することを確認する等、免税要件
を満たしているか否かを確認した上で販売する
ことになります。その上で、免税酒類に関する
情報を記録した電磁的記録（酒類購入記録情
報）を、消費税の購入記録情報と併せて、国税
庁の免税販売管理システムに送信することとさ
れています。なお、酒類購入記録情報の送信に
ついては、消費税の輸出物品販売場制度におい
てあらかじめ税務署長から承認を受けた「承認
送信事業者」を通じて行うことも可能とされて
います。
　本制度は、上記のとおり免税購入対象者が一
定の手続により購入した免税酒類の移出につい
て、輸出酒類販売場を経営する酒類製造者にお
ける酒類購入記録情報の保存を前提として、そ
の場で免税が確定する制度であるため、現行制
度において実務上、免税購入対象者に対して免
税価格で販売することとなります。また、免税
購入対象者は、出国の際に税関長に対して旅券
等を提示し、必要に応じて持ち出しの確認を受
けることとされており、免税酒類を所持してい
ない場合には、免除された酒税額に相当する酒
税を直ちに徴収（以下「即時徴収」といいま
す。）することとされています。
　制度の詳細は以下のとおりです。
①　免税購入対象者
　輸出酒類販売場制度は免税購入対象者が出
国の際に免税酒類が国外へ持ち出されること
を前提として免税とする制度であるため、輸
出酒類販売場で免税購入可能な者は一定の非
居住者に限られています。免税購入対象者は、
具体的には次のとおりとされています（旧措
法87の 6 ①、旧措令46の 8 の 2 ①）。
イ　日本国籍を有しない非居住者であって次
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に掲げる者
イ　短期滞在、外交、公用の在留資格をも
って在留する者（出入国管理及び難民認
定法（昭和26年政令第319号）別表 1 の
1、別表 1の 3）

ロ　寄港地上陸許可、船舶観光上陸許可、
通過上陸許可、乗員上陸許可、緊急上陸
許可又は遭難による上陸許可を受けて在
留する者（出入国管理及び難民認定法14
～18）

ロ　日本国籍を有する非居住者であって、国
内以外の地域に引き続き 2年以上住所又は
居所を有する者であることについて在留証
明又は戸籍の附票の写し（最後に入国した
日から起算して 6月前の日以後に作成され
たものに限ります。）により確認がされた
者

②　免税酒類
　輸出酒類販売場において酒税を免除して販
売できる酒類をいい、具体的には次の要件を
全て満たす酒類とされています（旧措令46の
8 の 2 ②）。
イ　輸出酒類販売場を経営する酒類製造者が
製造免許を受けた酒類と同一の品目の酒類
であること
ロ　輸出酒類販売場を経営する酒類製造者が
製造した酒類であること
ハ　消費税法第 8条第 1項の規定により消費
税が免除される酒類であること
　なお、酒類は消費税の輸出物品販売場制度
における消耗品であることから、出国前に消
費していないことを税関において簡易に確認
できるようにするための特殊包装を行うこと
が免税販売の要件とされています（旧措令46
の 8 の 2 ③一ハ、平成29年国税庁告示第 7号）。
③　免税販売手続等
イ　旅券等の提示・情報の提供
　輸出酒類販売場を経営する酒類製造者は、
免税購入対象者に該当するか否かを確認す
るために、免税購入対象者からその者の旅

券等の提示を受け、その旅券等に記載され
た情報の提供を受けることとされており、
免税購入対象者が提示を行うこととされて
いる旅券等は次のとおりです。
イ　ロ以外の免税購入対象者（旅券により
上陸する者）
　上陸許可の証印がされた旅券又は
「Visit Japan Web」により当該旅券の情
報に係る情報が表示されたスマートフォ
ンなどの通信端末機器の画面（旧措令46
の 8 の 2 ③一イ）
　なお、日本国籍を有する免税購入対象
者については、上記の旅券に加え、その
者に係る在留証明若しくは戸籍の附票の
写しの提示又は当該書類の写しの提出を
行うこととされています（旧措令46の 8
の 2 ③一ロ）。
ロ　出入国管理及び難民認定法第14条の 2
又は第16条から第18条までに規定する上
陸の許可を受けて在留する者（以下「各
種上陸許可者」といいます。）
　各種上陸許可者の船舶観光上陸許可書、
乗員上陸許可書、緊急上陸許可書又は遭
難による上陸許可書（旧措令46の 8 の 2
③一イ）

ロ　酒類購入記録情報の提供・保存等
　輸出酒類販売場を経営する酒類製造者は、
免税販売手続の際、酒類購入記録情報（免
税酒類の税率の適用区分（品目を含みま
す。）及び当該区分ごとの数量が記録され
た電磁的記録をいいます。）を、消費税の
購入記録情報と併せて、遅滞なく国税庁の
免税販売管理システムを通じて国税庁長官
へ提供することとされており、当該酒類購
入記録情報を保存しない場合には、本制度
の免税の適用は受けられないこととされて
います（旧措法87の 6 ②、旧措令46の 8 の
2 ⑤、46の 8 の 3 、旧措規37の 4 の 4 ⑤、
37の 4 の 7 ①）。加えて、免税酒類を販売
した日の属する月分の納税申告書（期限内
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申告書に限ります。）に、本制度による免
税の適用を受けようとする酒類の税率の適
用区分等の一定の事項の記載がない場合に
ついても、免税の適用は受けられないこと
とされています（旧措法87の 6 ②）。

④　輸出酒類販売場の許可等
イ　輸出酒類販売場
　輸出酒類販売場は、適正に免税販売手続
を行うことが期待される酒類製造者により
経営され、免税販売手続を行うための体制
が整備されている販売場である必要がある
ことから、一定の要件を満たす販売場とし
てあらかじめ税務署長の許可を受ける必要
があります。具体的な許可の要件は次のと
おりです（旧措法87の 6 ⑧、旧措令46の 8
の 4 ②）。
イ　許可を受けようとする酒類製造者（酒
税法の規定により酒類製造者とみなされ
た者及び輸出酒類販売場の許可の取消し
の日から 3 年を経過しない者を除きま
す。）のうち、輸出酒類販売場を経営す
ることについて特に不適当と認められる
事情がない者であること
ロ　許可を受けようとする酒類製造者が、
酒類の製造免許の取消要件の一つである
酒税法第10条第 3号から第 5号まで又は
第 7号から第 8号までに該当していない
者であること
ハ　許可を受けようとする場所が、消費税
法に規定する輸出物品販売場（自動販売
機型輸出物品販売場である場合を除きま
す。）の許可を受けた酒類の製造場であ
ること

ロ　承認送信事業者
　輸出酒類販売場を経営する酒類製造者が
承認送信事業者との間で酒類購入記録情報
を国税庁長官に対して提供することに関す
る契約を締結している場合であって、承認
送信事業者が酒類購入記録情報を国税庁長
官に提供することにつき、契約を締結した

輸出酒類販売場を経営する酒類製造者との
間で必要な情報を共有するための措置が講
じられている場合には、当該承認送信事業
者は、消費税の購入記録情報の提供に併せ
て、酒類購入記録情報を提供することがで
きることとされています（旧措令46の 8 の
2 ⑪）。
（注）　承認送信事業者とは、消費税の輸出物

品販売場制度において、他の事業者が経

営する輸出物品販売場の購入記録情報を

提供することにつき、あらかじめ税務署

長の承認を受けた事業者をいいます（旧

消令18の 4 ④）。

⑤　即時徴収、罰則等
　前述のとおり、本制度は、免税購入対象者
がその出国の際に免税酒類を国外へ持ち出す
ことを前提とした制度であるため、免税購入
対象者が出国する日までに免税酒類を輸出し
ない場合、居住者となるなど免税購入対象者
でなくなった場合、国内において免税酒類を
譲渡した場合など、免税酒類の輸出が見込め
なくなった場合には、災害その他やむを得な
い事情により亡失したため輸出しないことに
つき税関長又は税務署長の承認を受けた場合
を除き、税関長又は税務署長は、当該免税酒
類につき免除された酒税額に相当する酒税を
即時徴収することとされています（旧措法87
の 6 ③～⑥）。
　また、税務署長の承認を受けないで免税酒
類の譲渡又は譲受け（その委託又は媒介のた
めに第三者が免税酒類を所持すること又は第
三者に所持させることを含みます。以下同じ
です。）をしたときは、譲渡又は譲受けをし
た者に対して 1年以下の拘禁刑又は50万円以
下の罰金を科する罰則が設けられています
（旧措法87の 6 ⑯）。
⑥　酒類購入記録情報を保存する場合の重加算
税の加重措置
　電子帳簿保存法第 8条第 5項においては、
複製・改ざん行為が容易である等の特性に鑑
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みて、その電子取引データに関連する隠蔽・
仮装行為については、重加算税を10％加重す
る措置が講じられています。消費税法におい
ても、その保存すべき電磁的記録に関連する
隠蔽・仮装行為について同様の措置が講じら
れており、当該電磁的記録に輸出物品販売場
において保存している購入記録情報等が含ま
れています（旧消費税法59の 2 ）。輸出酒類
販売場制度は輸出物品販売場制度を前提とし
た制度であることから、輸出酒類販売場にお
いて保存している酒類購入記録情報について
も、消費税法第59条の 2を準用することによ
り、その電子取引データに関連する隠蔽・仮
装行為について重加算税を10％加重する措置
が講じられています（旧措法87の 6 ⑫）。

⑶　改正の内容
　⑴のとおり、令和 7年度税制改正では、消費
税の輸出物品販売場制度を前提としている酒税
の輸出酒類販売場制度についても、消費税と同
様に、出国の際に免税対象酒類（③の免税対象
酒類をいいます。以下同じです。）の持ち出し
が確認された場合に免税販売が成立する制度と
し、免税販売の成立後に免税店から免税購入対
象者に対して酒税相当額を返金するリファンド
方式に見直すこととされました。具体的には、
輸出酒類販売場を経営する酒類製造者が免税購
入対象者に、輸出するため一定の手続により購
入される免税対象酒類を販売するため、当該免
税対象酒類を当該輸出酒類販売場から移出した
場合に、当該免税購入対象者が、その購入した
日から90日以内に、当該免税対象酒類を輸出す
ることにつき税関長の確認を受けたときは、当
該移出に係る酒税を免除することとされました
（措法87の 6 ①。消費税法の輸出物品販売場制
度に係る見直しについては、前掲「消費税法等
の改正」の「一　外国人旅行者向け消費税免税
制度（輸出物品販売場制度）の見直し」をご参
照ください。）。
　制度の見直しの詳細については以下のとおり

です。
①　税関長の確認
　免税の要件として免税購入対象者が受ける
こととされる税関長の確認にあたり、免税購
入対象者は、出国する際にその出港地を所轄
する税関長に対して当該免税購入対象者の所
持する旅券を提示し、又は当該旅券に係る情
報を提供する必要があり、税関長は、輸出酒
類販売場を経営する酒類製造者から国税庁長
官を通じて事前に提供された当該免税購入対
象者の酒類購入記録情報に基づき、その酒類
購入記録情報ごとに当該確認を行うこととさ
れました（措法87の 6 ③、措令46の 8 の 2 ⑤）。
　また、輸出酒類販売場を経営する酒類製造
者が、自身が免税販売を行った免税対象酒類
について税関長の確認を受けたことを把握で
きるようにするため、税関長は上記の確認を
行った場合には、当該酒類購入記録情報ごと
に、遅滞なく、その確認をした旨を記録した
電磁的記録（以下「税関確認情報」といいま
す。）を国税庁長官に提供することとされ、
税関確認情報の提供を受けた国税庁長官は、
遅滞なく、当該税関確認情報を当該税関確認
情報に係る酒類購入記録情報を提供した輸出
酒類販売場を経営する酒類製造者に提供する
こととされました（措法87の 6 ③）。
　なお、輸出酒類販売場を経営する酒類製造
者が行った免税対象酒類の販売について、免
税購入対象者が税関長の確認を受けるまでの
間は免税となるかが確定しない不安定な状況
に置かれることから、税関長の確認までの期
間について制限が設けられています。具体的
には、その購入した日から90日以内に税関長
の確認を受けることが免税の要件とされまし
た（措法87の 6 ①）。
（参考）　税関確認と納税申告との関係

　上記のとおり、免税対象酒類の販売時

点では免税が確定せず、税関長の確認を

受けた時点で事後的に免税が確定する制

度であるため、免税販売に係る免税対象
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酒類の移出について、当該移出をした日

の属する月分の法定申告期限後に税関確

認情報の提供を受けることも想定されま

す。その場合には、免税販売に係る免税

対象酒類の移出をした日の属する月分の

申告においては課税移出として申告し、

税関確認情報の提供を受け保存した時点

で調整計算を行う必要が生じますが、酒

類製造者の事務負担に配慮する観点から、

税関確認情報を保存した日の属する月分

の申告（期限内申告に限ります。）におい

て、当該保存した税関確認情報に係る免

税対象酒類の数量を輸出免税数量に加算

する等の処理が認められています（酒税

法及び酒類行政関係法令等解釈通達の一

部改正について（令和 7 年 5 月 9 日課酒

1－25））。

②　輸出義務及び即時徴収等
　前述のとおり、税関長の確認を受けたとき
に免税販売が成立することとなるため、税関
長の確認を受けた後に免税購入対象者が免税
対象酒類を横流しするといった不正を防止・
牽制することで免税制度の適正な執行を担保
する観点から、当該確認を受けた免税購入対
象者は、当該確認を受けた免税対象酒類を、
遅滞なく、輸出する義務が課されています
（措法87の 6 ⑤）。また、当該免税対象酒類が
輸出されないこととなったときは、税関長は、
当該確認を受けた免税購入対象者から当該免
税対象酒類につき免除された酒税額に相当す
る酒税を即時徴収することとされており（措
法87の 6 ⑥）、加えて、上記輸出義務に違反
して正当な理由なく当該免税対象酒類を輸出
しなかった免税購入対象者は罰則（ 1年以下
の拘禁刑又は50万円以下の罰金）の対象とさ
れました（措法87の 6 ⑯）。
③　免税対象酒類
　従前の「免税酒類」から「免税対象酒類」
に名称が改められましたが、従前の「免税酒
類」から内容の変更はありません（措法87の

6 ①、措令46の 8 の 2 ④）。
　なお、免税販売の要件とされていた特殊包
装については、消費税の輸出物品販売場制度
において消耗品に行うこととされていた特殊
包装がリファンド方式への見直しに伴い不要
とされたことから、酒税の輸出酒類販売場制
度においても、同様に不要とされました。
④　免税販売手続等
イ　旅券等の提示
　前述のとおり、現行制度においては、輸
出酒類販売場を経営する酒類製造者は、免
税購入対象者に該当するか否かを確認する
ために、免税購入対象者からその者の旅券
等の提示を受けることとされていますが、
リファンド方式への見直しに伴い、その者
の旅券に係る情報に酒類購入記録情報を紐
付けて税関長の確認を行うこととするため、
各種上陸許可者については、その購入する
際に輸出酒類販売場を経営する酒類製造者
に対して、上陸許可書に加えてその所持す
る旅券も提示することとされました（措令
46の 8 の 2 ②一）。
　また、日本国籍を有する者については、
その者が最後に入国した日までに国内以外
の地域に引き続き 2年以上住所又は居所を
有することにつき確認するための書類（電
磁的記録を含みます。）に個人番号カード
（国外転出の予定年月日が記載されたもの
に限ります。）を加えるとともに、従来の
確認書類である在留証明及び戸籍の附票の
写しについて、本籍の記載が不要とされま
した（措規37の 4 の 4 ①一、③）。
ロ　税関確認情報の保存
　輸出酒類販売場を経営する酒類製造者が
本制度の免税の適用を受けるためには、そ
の移出に係る国税庁長官に提供した酒類購
入記録情報に加えて、国税庁長官から提供
された税関確認情報を整理し保存すること
により、その移出が免税販売に係るもので
あることを証明することが必要となりまし
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た（措法87の 6 ④、措令46の 8 の 2 ⑩）。
⑤　輸出酒類販売場の許可等の見直し
イ　輸出酒類販売場の許可要件及び取消要件
の見直し
　輸出酒類販売場の許可要件については、
従来の要件に加えて、リファンド方式の前
提となる手続である、「酒類購入記録情報
の提供及び税関確認情報の受領を適正に実
施するための必要な体制が整備されている
酒類の製造場であること」が新たに追加さ
れました（措令46の 8 の 4 ②五）。
　また、税関長の確認は酒類購入記録情報
に基づき行われるため、輸出酒類販売場を
経営する酒類製造者が提供する酒類購入記
録情報に不備又は不実の記録があることな
どにより税関長の確認に支障が生ずるおそ
れがあると認められる場合には、税務署長
は当該輸出酒類販売場の許可を取り消すこ
とができることとされました（措法87の 6
⑪三）。
ロ　承認送信事業者に係る見直し
　輸出酒類販売場を経営する酒類製造者は、
承認送信事業者に国税庁長官に対する酒類
購入記録情報の提供を行わせることが認め
られていましたが、今般、国税庁長官から
税関確認情報が提供されることとなること
から、税関確認情報の受領についても行わ
せることができることとされました（措令
46の 8 の 3 ①）。
（注）　「承認送信事業者」の名称は、「承認送

受信事業者」に改められています（消令

18の 4 ①）。

⑥　直送・別送する場合の免税販売手続の見直
し
　現行制度では、免税購入対象者が免税酒類
を購入する際に、輸出酒類販売場で国際第二
種貨物利用運送事業者との間において当該免
税酒類を輸出するための運送契約を締結して
当該免税酒類の引渡しを受け、かつ、その場
で免税酒類を当該国際第二種貨物利用運送事

業者（代理人を含みます。）に引き渡した場
合には、その移出に係る酒税を免税とする免
税販売手続（以下「直送制度」といいます。）
が設けられていましたが（旧措令46の 8 の 2
③二）、リファンド方式は免税購入対象者が
税関で当該免税対象酒類を輸出することにつ
き酒類購入記録情報に基づき確認を受けるこ
とで免税が確定する制度であるところ、輸出
酒類販売場で直送を行った場合には、酒類購
入記録情報に基づく持ち出し確認を行うこと
ができないため、輸出酒類販売場制度におけ
る直送制度は廃止されることとなりました。
　また、これまでは、免税購入対象者が輸出
酒類販売場で購入した免税酒類について、当
該免税購入対象者が別途国外へ配送（以下
「別送」といいます。）したことにより出国す
る際に当該免税酒類を所持していない場合に、
その配送に係る一定の書類により輸出したこ
とを確認する取扱いが認められていましたが、
免税購入対象者が出国する際に税関長は免税
対象酒類を確認することができないため、消
費税の輸出物品販売場制度と同様に、別送し
た場合の本取扱いは令和 7年 3月31日をもっ
て廃止されることとなりました（酒税法及び
酒類行政関係法令等解釈通達の一部改正につ
いて（令和 7年 4月 1日課酒 1－22））。
⑦　届出手続の見直し
　現行制度では、酒類購入記録情報を国税庁
長官へ提供するためには、あらかじめその輸
出酒類販売場の所在地を所轄する税務署長に
一定の事項を記載した届出書（輸出酒類販売
場における酒類購入記録情報の提供方法等の
届出書）を提出しなければならないこととさ
れていましたが、この届出書は廃止され（旧
措令46の ８ の ２ ⑤）、許可申請書等に統合さ
れました（措規37の 4 の10①③）。
⑧　酒類購入記録情報等を保存する場合の重加
算税の加重措置の対象の見直し
　上記⑴のとおり、消費税法において、電磁
的記録に係る重加算税の加重措置の対象から、
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事業者により保存されている一定の電磁的記
録であって、その保存が国税の納税義務の適
正な履行に資するものとして一定の要件を満
たしている場合におけるその電磁的記録を除
外することとされたことに伴い、酒税の輸出
酒類販売場制度における酒類購入記録情報及
び税関確認情報についても同様の要件（注
1）を満たしているものを電磁的記録に係る
重加算税の加重措置の適用対象から除外する
措置が講じられました（消費税法の改正の詳
細については前掲「消費税法等の改正」の
「三　その他の改正」をご参照ください。）。
また、本措置を適用するためには、その保存
義務者によりその酒類購入記録情報及び税関
確認情報の保存が行われた日以後引き続き要
件を満たして保存が行われている必要があり
（措法87の 6 ⑫）、加えて、本措置の適用を受
けようとする保存義務者は、あらかじめ、特
定電磁的記録（電子帳簿保存法に規定されて
いる方法に準ずる方法により保存されている
酒類購入記録情報及び税関確認情報をいいま
す。以下同じです。）に記録された事項に関
し期限後申告等があった場合には電磁的記録
に係る重加算税の加重措置の適用を受けない
旨等を記載した届出書を輸出酒類販売場の所
在地を所轄する税務署長（注 2）に提出する
必要があります（措規37の 4 の12②）。
（注 1）　電子計算機を使用して作成する国税関

係帳簿書類の保存方法等の特例に関する

法律施行規則（平成10年大蔵省令第43号）

に定める要件に準ずる要件に従って期限

後申告等の基因となる事項に係る特定電

磁的記録の保存を行うこととされていま

す（措規37の 4 の 6 ⑤）。
（注 2）　電磁的記録に係る重加算税の加重措置

の適用を受けない旨等を記載した届出書

の提出については、消費税における重加

算税の加重措置の適用を受けない旨等を

記載した届出書と併せて提出する場合に

は、当該届出書を提出すべき税務署長（消

費税の納税地を所轄する税務署長）を経

由して提出することができることとされ

ています（措規37の 4 の12②）。

⑷　適用関係
　上記⑶①～⑦の改正は、令和 8年11月 1 日以
後に輸出酒類販売場を経営する酒類製造者が免
税購入対象者に対して販売するため輸出酒類販
売場から移出する酒類について適用され、同日
前に輸出酒類販売場から移出した酒類について
は、なお従前の例によることとされています
（改正法附則 1四ハ、57①）。
　また、輸出酒類販売場の許可については、令
和 8年10月31日において、改正前の輸出酒類販
売場の許可を受けている販売場は、施行日にお
いて、改正後の輸出酒類販売場の許可を受けた
販売場とみなすこととされました（改正措令附
則23①）。
　なお、酒類購入記録情報を国税庁長官へ提供
するためには、あらかじめその輸出酒類販売場
の所在地を所轄する税務署長に一定の事項を記
録した届出書（輸出酒類販売場における酒類購
入記録情報の提供方法等の届出書）を提出しな
ければならないこととされていますが、本届出
書が提出されていない輸出酒類販売場は免税販
売を実際には行っていないと考えられることか
ら、令和 8年10月31日において当該届出書を提
出していないときは、当該輸出酒類販売場の許
可は、同日限りその効力を失うこととされまし
た（改正措令附則23②）。
　上記⑶⑧の改正は、令和 9年 1月 1日以後に
法定申告期限が到来する酒税について適用され、
同日前に法定申告期限が到来した酒税について
は、なお従前の例によることとされています
（改正法附則 1五ハ、57②）。
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二　たばこ税関係の改正

1 　防衛力強化に係る財源確保のためのた
ばこ税の措置

⑴　改正の背景等
　令和 7年度税制改正においては、防衛力強化
に係る財源確保のための税制措置として、防衛
特別法人税が創設されたほか、たばこ税による
対応として、加熱式たばこに係るたばこ税の課
税標準の特例及びたばこ税の税率の特例が創設
されました。
　防衛力強化に係る財源確保のための税制措置
を巡っては、令和 5年度税制改正において、安
全保障環境が厳しさを増す中、国家安全保障戦
略等に基づき抜本的に強化される防衛力は将来
にわたって維持・強化していく必要があり、こ
れを安定的に支えるための財源については、行
財政改革の努力を最大限行うことにより確保し
た上で、それでも足りない約 4分の 1について、
税制措置により対応するとの方針の下、与党税
制調査会において議論が行われ、この具体的な
税制措置の対象の一つとして、たばこについて
は、他の物品とは異なる特殊な嗜好品であり、
一定の税収が確保できる物資としての性格に着
目して、たばこ税が対象とされ、令和 5年度税
制改正大綱において、「 3 円／ 1 本相当の引上
げを、国産葉たばこ農家への影響に十分配慮し
つつ、予見可能性を確保した上で、段階的に実
施する」との方針が示されました。
　その際、たばこ税以外の措置も含め、「施行
時期は、令和 6年以降の適切な時期とする」と
されたことを受けて、令和 5年度税制改正大綱
で示された方針に沿って、令和 6年度税制改正
に向けて引き続き与党税制調査会において議論
が行われ、「たばこ税については、加熱式たば
こと紙巻たばことの間で税負担の不公平が生じ

ている。同種・同等のものには同様の負担を求
める消費課税の基本的考え方に沿って税負担差
を解消することとし、この課税の適正化による
増収を防衛財源に活用する。その上で、国税の
たばこ税率を引き上げることとし、課税の適正
化による増収と合わせ、 3円／ 1本相当の財源
を確保することとする」との基本的方向性が示
されました。
　併せて「令和 5年度税制改正大綱及び上記の
基本的方向性により検討を加え、その結果に基
づいて適当な時期に必要な法制上の措置を講ず
る趣旨を令和 6年度の税制改正に関する法律の
附則において明らかにするもの」とされ、令和
6 年度税制改正法附則第74条において、「令和
九年度に至る各年度の防衛力強化に係る財源確
保の必要性を勘案しつつ、（中略）たばこ税に
ついて所要の検討を加え、その結果に基づいて
適当な時期に必要な法制上の措置を講ずるもの
とする」と規定されました。
　これらの税制改正大綱の内容や令和 6年度税
制改正法附則第74条に沿って、令和 7年度税制
改正に向けて引き続き与党税制調査会において
議論が行われた結果、「加熱式たばこについて、
紙巻たばことの間の税負担差を解消するため、
課税方式の適正化を行う。具体的には、価格要
素を廃止し、重量のみに応じて紙巻たばこに換
算する方式とするほか、軽量化による税負担の
不公平が生じないよう、一定の重量以下のもの
は紙巻たばこ 1本として課税する仕組みとする。
こうした見直しは、消費者への影響に鑑み、 2
段階で、令和 8年 4月及び同年10月に実施する。
その上で、国のたばこ税率を、 3段階で、令和
9年 4月、令和10年 4 月、令和11年 4 月にそれ
ぞれ0.5円／ 1 本ずつ引き上げる」ことが決定
されました。
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⑵　改正前の制度の概要
①　加熱式たばこに係る課税方式（課税標準の
換算方法）
　たばこ税の課税標準は、製造たばこの製造
場から移出し、又は保税地域から引き取る製
造たばこの本数とされています。この場合の
製造たばこの本数は、紙巻たばこの本数によ
るものとされていますが、紙巻たばこ以外の
製造たばこについては、加熱式たばこ以外の
ものは、その重量に応じて紙巻たばこの本数
に換算することとされています。一方で、加
熱式たばこについては、その製品特性を踏ま
え、加熱式たばこの製品間や紙巻たばことの
税負担の公平性を確保していく技術的な方法
として、「重量」と「価格」に応じて紙巻た
ばこの本数に換算することとされ、具体的に
は、次のイの方法とロの方法により換算した
紙巻たばこの本数の合計本数とすることとさ
れていました（た法10③、た令 3、た規 3・
4）。
イ　「重量」に応じた換算方法
　加熱式たばこの重量の0.4g をもって紙巻
たばこの0.5本に換算することとされてい
ました（た法10③一）。この方法により加
熱式たばこの重量を紙巻たばこの本数に換

算する場合の計算は、製造たばこの製造場
から移出され、又は保税地域から引き取ら
れた加熱式たばこの品目ごとの １個当たり
の重量（0.1g 未満の端数がある場合には、
その端数を切り捨てた重量）に当該加熱式
たばこの品目ごとの数量を乗じて得た重量
を合計し、その合計重量をもって紙巻たば
この本数に換算する方法により行うことと
されていました（た令 3②）。
　また、この場合の加熱式たばこの品目ご
との １個当たりの重量には、たばこの効用
に直接的な影響を与えないフィルターのほ
か、次の加熱式たばこの区分に応じて、そ
れぞれ次のものに係る重量は含まないこと
とされていました（た規 3）。
イ　加熱式たばこ（ロに掲げる加熱式たば
こを除きます。）　加熱式たばこに巻かれ
た紙及び葉たばこが充塡されている容器
ロ　加熱式たばことみなされる加熱式たば
この喫煙用具　その加熱式たばこの喫煙
用具に充塡されたグリセリンその他の物
品又はこれらの混合物以外のもの

ロ　「価格」に応じた換算方法
　次のイ又はロに掲げる加熱式たばこの区
分に応じ、それぞれ次の金額の紙巻たばこ

【改正前の税率】
15,244円/本
（304.88円/箱）

防衛力強化に係る財源確保のための税制措置（たばこ税）

15,744円/本
（314.88円/箱）

16,244円/本
（324.88円/箱）

16,744円/本
（334.88円/箱）

紙巻
税負担差の解消

1/2

1/2

加熱式

R7.4 R8.4 R8.10 R9.4 R10.4 R11.4

1 年1 年半年半年

加熱式
課税方式
見直し①

加熱式
課税方式
見直し②

税率引上げ
（0.5円/本）

税率引上げ
（0.5円/本）

税率引上げ
（0.5円/本）

税率引上げ
（1.5円/本）

（備考）上記の税率は、国税であるたばこ税及びたばこ特別税、地方税である道府県たばこ税及び市町村たばこ税の合計額であるが、
税率引上げは国税のみ。
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1 本の金額に相当する金額をもって紙巻た
ばこの0.5本に換算することとされていま
した（た法10③二）。この方法により次の
イ又はロの金額を紙巻たばこの本数に換算
する場合の計算は、製造たばこの製造場か
ら移出され、又は保税地域から引き取られ
た加熱式たばこの品目ごとの一個当たりの
次のイ又はロの金額に当該加熱式たばこの
品目ごとの数量を乗じて得た金額を合計し、
その合計額をもって紙巻たばこの本数に換
算する方法により行うこととされていまし
た（た令 3⑤）。
　なお、この場合の「紙巻たばこ 1本の金
額に相当する金額」とは、たばこ税、たば
こ特別税、道府県たばこ税及び市町村たば
こ税の税率をそれぞれ1,000で除して得た
金額の合計額を100分の60で除した金額と
されていました（た令 3④）。
イ　小売定価が定められている加熱式たば
こ
　製造たばこの製造場から移出され、又
は保税地域から引き取られる時に小売定
価（たばこ事業法（昭和59年法律第68
号）第33条第 1項又は第 2項（小売定価
の認可）の認可を受けた小売定価をいい
ます。以下同じです。）が定められてい
る加熱式たばこについては、その小売定
価に相当する金額（消費税及び地方消費
税に相当する金額を除きます。）とされ
ていました（た法10③二イ）。
ロ　イに掲げるもの以外の加熱式たばこ
　小売定価の定めのない加熱式たばこに
ついては、一定の方法により計算した、
いわゆる推定小売定価によることとされ
ており、具体的には、次のｉ又はⅱの金
額に、その加熱式たばこを販売する者
（その製造者を除きます。）のその販売に

係る通常の利潤及び費用に相当する金額
並びにその加熱式たばこに課されるべき
たばこ税、たばこ特別税、道府県たばこ
税及び市町村たばこ税に相当する金額の
合計額として一定の方法により計算した
金額を加算した金額とされていました
（た法10③二ロ）。
ｉ　製造たばこの製造場から移出される
加熱式たばこについては、その加熱式
たばこの製造者がその移出した加熱式
たばこの製造及び販売につき要した費
用又は通常要すべき費用に、その製造
者の通常の利潤に相当する金額を加算
した金額（消費税及び地方消費税に相
当する金額を除きます。）≪いわゆる
製造者税抜販売価格≫
ⅱ　保税地域から引き取られる加熱式た
ばこについては、関税定率法（明治43
年法律第54号）第 4条から第 4条の 9
まで（課税価格の計算方法）の規定に
準じて算出した価格に、その加熱式た
ばこに係る関税の額（附帯税の額に相
当する額を除きます。）に相当する金
額を加算した金額≪いわゆる引取価
格≫

（注）　上記のｉ又はⅱの金額に加算する

「その加熱式たばこを販売する者のその

販売に係る通常の利潤及び費用に相当

する金額並びにその加熱式たばこに課

されるべきたばこ税、たばこ特別税、

道府県たばこ税及び市町村たばこ税に

相当する金額の合計額として一定の方

法により計算した金額」は、上記ｉの

製造者税抜販売価格又はⅱの引取価格

に30分の70を乗じて計算した金額とさ

れていました（た令 3⑥）。

─ 881 ─

――租税特別措置法等（間接税等関係）の改正――



②　たばこ税の税率
　製造たばこの製造場から移出される製造た
ばこ又は保税地域から引き取られる製造たば
こに係る国のたばこ税の税率については、次
の税率を適用することとされていました（た
法11）。

イ　製造たばこの製造場から移出され、又は
特定販売業者により保税地域から引き取ら
れる製造たばこ� 1,000本につき6,802円
ロ　特定販売業者以外の者により保税地域か
ら引き取られる製造たばこ
� 1,000本につき14,424円

⑶　改正の内容
①　加熱式たばこに係る課税方式（課税標準の

換算方法）の見直し
　現行の加熱式たばこの課税方式は、平成30

改正前の加熱式たばこの課税方式

＜ 重量の要素 ＞ ＜ 価格の要素 ＞

製 造 た ば こ
溶
液葉たばこ・

溶液

小売価格
（消費税抜き）巻紙・

フィルター等

重量0.4gごとで紙巻たばこに換算
（巻紙・フィルター等の重さは含まない）

紙巻たばこ 1 本当たりの平均価格で
紙巻たばこに換算

｢重量｣と｢価格｣の要素は、 1 ： 1 の比率で紙巻たばこに換算

改正前のたばこ税等の税率

国　　 税 地　方　税
合  計

15,2447,6226,5527,6226,802 820 1,070

区 分

税 目

紙 巻 た ば こ

葉 巻 た ば こ
パ イ プ た ば こ

刻 み た ば こ
かみ用及びかぎ用
の 製 造 た ば こ

加 熱 式 た ば こ

（円／千本） （円／千本） （円／千本） （円／千本） （円／千本） （円／千本） （円／千本）

たばこ税 たばこ
特別税 小  計 小  計道府県

たばこ税
市町村

たばこ税

（注）  1 .　上記は、令和 7 年 4 月現在の税率。
 　　 2 .　たばこ特別税は平成10年12月 1 日から実施。
 　　 3 .　葉巻たばこ（※）及びパイプたばこは 1 gを 1 本に、刻みたばこ、かみ用及びかぎ用の製造たばこは 2 gを l 本に、
 　　　　 それぞれ換算する。
　　　　※　 1 本当たりの重量が 1 g未満の葉巻たばこについては、その 1 本をもって紙巻たばこの 1 本に換算する。
 　　 4 .　加熱式たばこの換算本数は、次のイ及びロの本数の合計本数による。
　　　　イ　その重量（フィルター等を除く。） 0.4gを0.5本に換算した本数
　　　　ロ　その小売定価（消費税抜き）の紙巻たばこ 1 本当たりの平均価格をもって0.5本に換算した本数
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年度税制改正において、加熱式たばこの消費
量が急速に増加している中で、紙巻たばこと
同様の価格帯で販売され、かつ、代替性が高
いにも関わらず紙巻たばこと比べて低い税負
担となっており、税負担の公平性の観点から
問題が生じていたこと、また、紙巻たばこか
ら加熱式たばこへの消費のシフトが急速に進
んでいる状況を踏まえると財政面からも早急
な対応が必要となっていたことを背景に、当
時の加熱式たばこの製品実態や製品特性を踏

まえて、「重量」と「価格」に応じた課税方
式として創設されたものです。
　こうした課税方式であることにより、近年、
製品の軽量化を図ることや価格を引き下げる
ことで税負担をより低くした製品が販売され
ている実態があり、また、加熱式たばこの区
分において様々な形態の製品が登場してきて
いる中で一律の課税方式が設定されているこ
とにより、加熱式たばこの製品間での税負担
差が引き続き生じていました。

　このような状況を是正するため、加熱式た
ばこの課税標準の計算方法については、「価
格」に応じた課税方式を廃止し、「重量」の
みに応じて紙巻たばこの本数に換算する方式
とした上で、紙巻たばこと類似した製品形態
であり加熱式たばこのシェアの大宗を占める
スティック型のものとそれ以外のものとに区
分し、かつ、それぞれの区分ごとに紙巻たば
この本数に換算する際の換算係数について製
品実態等を踏まえて見直すとともに、軽量化
による税負担の不公平が生じないよう、一定

の重量以下の加熱式たばこを紙巻たばこ 1本
に換算する等の仕組み（以下「最低課税」と
いいます。）を設けることとされました。
　具体的には、次に掲げる 2つの区分に応じ
て、それぞれ次のとおりその重量を紙巻たば
この本数に換算することとされました。
イ　葉たばこを原料の全部又は一部としたも
のを紙その他これに類する材料のもので巻
いた加熱式たばこ（葉たばこを原料の全部
又は一部としたものを直接加熱することに
よって喫煙の用に供されるものに限りま

加熱式たばこの税負担割合等

商品例 小売定価 たばこ税額

261.1円 52.7円 313.8円

39.1円 255.5円

45.5円 277.1円

54.5円 267.8円

52.7円 357.6円

216.4円

231.7円

213.2円

304.9円 100％

70％

76％

71％

86％

換算本数
（課税重量）

割合
（紙巻たばこ比）

17.1本
（5.4g）

14.2本
（5.2g）

15.2本
（5.0g）

14.0本
（2.6g）

1 箱20本

商品Ａ

商品Ｂ

商品Ｃ

商品Ｄ

【参考】
紙巻たばこ
〔メビウス〕

580円

600円

500円

430円

580円

消費税額 合計税額

（注）たばこ税額は、令和７年４月現在の税率による国たばこ税（たばこ税・たばこ特別税）と地方たばこ税の合計（国と地方のたば
こ税の割合は 1： 1）である。
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す。）≪スティック型の加熱式たばこ≫
　当該加熱式たばこの重量の0.35g をもっ
て紙巻たばこの 1本に換算する方法とされ
ました。なお、最低課税として、 1本当た
りの重量が0.35g 未満である場合には、当
該加熱式たばこの 1本を紙巻たばこの 1本
に換算する方法とされました（措法88①一）。
（注）　「直接加熱すること」は、当該加熱式た

ばこに係る喫煙用具の熱源を用いて葉た

ばこを原料の全部又は一部としたものを

直接加熱することによるものとされてい

ます（措規37の 4 の14）。

ロ　イ以外の加熱式たばこ≪スティック型以
外の加熱式たばこ≫
　当該加熱式たばこの重量の0.2g をもって
紙巻たばこの 1本に換算する方法とされま
した。なお、最低課税については、当該加
熱式たばこには １本と捉え難い様々な製品
形態のものが含まれることから、 １本単位
で換算することは適切ではなく、製品の 1
パッケージ単位で換算することが適切であ

ると考えられることから、当該加熱式たば
この品目ごとの 1個当たりの重量が 4 g 未
満である場合には、品目ごとの 1個をもっ
て紙巻たばこ20本に換算する方法とされま
した（措法88①二）。
（注）　たばこ税法第 8 条第 2 項の規定により

製造たばことみなされる加熱式たばこの

喫煙用具のうち、上記イのスティック型

の加熱式たばこと併せて喫煙の用に供さ

れるもの及び上記ロのスティック型以外

の加熱式たばこ（たばこ税法第 8 条第 2

項の規定により製造たばことみなされる

ものを除きます。）と併せて喫煙の用に供

される加熱式たばこであって当該加熱式

たばこのみの品目のものについては、通

常予定された消費形態における製品間で

重複して最低課税が適用されることとな

らないよう最低課税の対象から除くこと

とされています（措法88②、措令46の 8

の10）。

加熱式たばこの課税方式の見直し

○ スティック型の加熱式たばこの課税方式

見直し前

＝ ＋

見直し後

加熱式たばこ 1 箱
の 紙 巻 た ば こ の
本 数 へ の 換 算 値

【 重　量　要　素 】

加熱式たばこ 1 箱当たり
の葉たばこ・溶液の重量

0.4g
×　0.5

＝
加熱式たばこ 1 箱
の 紙 巻 た ば こ の
本 数 へ の 換 算 値

加熱式たばこ 1 箱当たり
の葉たばこ等の重量

0.35g

【 価　格　要　素 】

廃止

加熱式たばこ 1 箱当たり
の小売価格
約25.4円

×　0.5

※　ただし、 1 本の重量が0.35g未満である場合は、紙巻た
　ばこ 1 本に換算　＝　最低課税の仕組みの導入

【見直しのイメージ】
（換算本数）

紙卷 1 本
見直し後

見直し前

0.35g 0.4g （ 1 本当たりの重量）

※見直し前の線は、重量
要素のウエイトを 1 本
分（見直し前：0.5本分）
と仮定した場合のもの。

1 本

（備考）  ・スティック型以外の加熱式たばこは、重量換算係数を「0.2」にした上で、 1 箱当たりの最低課税の仕組みを設ける（ 1 箱
＝紙巻たばこ20本として課税）。

・製造たばことみなされるカートリッジ（スティック型以外の加熱式たばこ）で一定にものについては、最低課税の対象とし
ない。
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　また、紙巻たばこの本数に換算する加熱式
たばこの重量については、喫煙の効用に直接
的な影響を与えないものの重量が含まれない
ことを明確化する観点から、フィルターのほ
か、次に掲げるもの以外のものに係る重量は
含まないこととされています（措規37の 4 の
15）。
イ　葉たばこ
ロ　加熱により蒸気となるグリセリンその他
の物品又はこれらの混合物
ハ　イ及びロに掲げるもののほか、香味をつ
けること等により喫煙の効用に直接的な影
響を与えるものと認められるもの

（注）　上記の改正は、紙巻たばこの本数に換算

する加熱式たばこの重量に含まれないもの

を明確化する観点から改正を行っています

が、従前の規定の範囲から変更はありません。

　なお、この方法により加熱式たばこ（最低
課税の適用を受けるものを除きます。）の重
量を紙巻たばこの本数に換算する場合の計算
は、製造たばこの製造場から移出され、又は
保税地域から引き取られた加熱式たばこの品
目ごとの一個当たりの重量（0.1g 未満の端数
がある場合には、その端数を切り捨てた重
量）に当該加熱式たばこの品目ごとの数量を
乗じて得た重量を合計し、その合計重量をも
って紙巻たばこの本数に換算する方法により
行うこととされています（措令46の 8 の 9 ）。
（注）　加熱式たばこに係る課税方式の見直しは、

課税の適正化を行うものであるものの、加

熱式たばこは市場に出てからまだ10年程度

であり今後も従来にない形態の製品が出て

くる可能性もあること、今般の見直しが当

面の防衛力強化に係る財政需要に対応する

ための当分の間の措置として行われるもの

であること等を踏まえ、課税標準の特例と

して租税特別措置法に設けることとされま

した。

　加熱式たばこに係る課税方式の見直しにつ
いては、製品によっては大幅に税負担が増加

することを踏まえ、消費者への影響に配慮す
る観点から、所得税法等の一部を改正する法
律（令和 7年法律第13号）の公布の日から 1
年の期間を空けた上で、令和 8年 4月 1日及
び同年10月 1 日の 2回に分けて段階的に実施
することとされました。
　具体的には、令和 8年 4月 1日から新たな
課税方式に移行することとした上で、同日か
ら同年 9月30日までの間の加熱式たばこの課
税標準は、改正前の加熱式たばこの課税標準
となる紙巻たばこの本数（以下「旧換算本
数」といいます。）及び改正後の加熱式たば
この課税標準となる紙巻たばこの本数（以下
「新換算本数」といいます。）のそれぞれに、
0.5を乗じて計算した本数の合計本数とする
こととされています（改正法附則58②）。

期　間 改正前の
課税標準

改正後の
課税標準

令和 8年 4月 1日から
同年 9月30日まで

旧換算本数
×0.5

新換算本数
×0.5

②　たばこ税の税率の特例の創設
　防衛力強化に係る財源確保のための税制措
置については、防衛力を抜本的に強化し、抜
本的に強化された防衛力を安定的に維持して
いく必要がある限りにおいて措置するもので
あるとの観点から、当分の間の措置として、
たばこ税については、国のたばこ税率を
1,000本につき1,500円引き上げることとされ
ました。
　具体的には、令和 9年 4月 1日以後に、製
造たばこの製造場から移出される製造たばこ
又は保税地域から引き取られる製造たばこに
係る国のたばこ税の税率については、当分の
間、次の税率を適用することとされました
（我が国の防衛力の抜本的な強化等のために
必要な財源の確保に関する特別措置法（令和
５年法律第69号）49）。
イ　製造たばこの製造場から移出され、又は
特定販売業者により保税地域から引き取ら
れる製造たばこ� 1,000本につき8,302円
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ロ　特定販売業者以外の者により保税地域か
ら引き取られる製造たばこ
� 1,000本につき15,924円
（注）　税率の引上げは、当面の防衛力強化に係

る財政需要に対応するための措置そのもの

であることから、たばこ税の税率の特例と

いう形で我が国の防衛力の抜本的な強化等

のために必要な財源の確保に関する特別措

置法に設けることとされました。

　また、税率の引上げに当たっては、消費者
やたばこ関係事業者の将来の予見可能性を確
保する観点から、令和 9年 4月 1日、令和10
年 4 月 1 日及び令和11年 4 月 1 日の 3回に分
けて、国のたばこ税について1,000本につき
500円ずつ段階的に実施することとされまし
た（改正法附則63②③）。
③　手持品課税
　たばこ税や酒税等の製造場移出課税等を採
用している個別間接税の税率引上げに際して
は、従来から、流通段階にある在庫品に対し
て新旧税率の差額を調整する手持品課税が行
われています。製造たばこについては、平成
15年 7 月、平成18年 7 月、平成22年10月、平
成30年10月、令和 2年10月及び令和 3年10月
のたばこ税の税率引上げの際に、手持品課税
が行われています。
（注）　このほか、平成27年度税制改正による旧

3 級品の紙巻たばこに係る段階的な税率引

上げ、平成10年12月のたばこ特別税の創設

及び昭和61年 5 月のたばこ消費税（現行の

たばこ税）の税率引上げの際に手持品課税

が行われているとともに、専売納付金制度

下においては、小売定価引上げの際に小売

販売業者の在庫となっていた製造たばこに

対して旧日本専売公社による追加徴収とい

う形で行われています。

　この手持品課税を行う理由は、たばこ税は、
製造たばこの最終消費者に負担を求めること
が予定された間接税であることから、税率引
上げ前に製造場から移出され、又は保税地域
から引き取られて流通段階に留まっている製
造たばこについても、税率引上げ後に製造場
から移出され、又は保税地域から引き取られ
る製造たばこと同一の税負担を求める必要が
あることなどによるものです。
　今回のたばこ税率の段階的な引上げに際し
ては、こうした手持品課税の必要性を踏まえ、
たばこ税率の引上げ時に流通段階にある製造
たばこに対して、国のたばこ税に係る手持品
課税を実施することとされています。
　具体的には、製造たばこに係るたばこ税率
の引上げの日（以下③及び④において「税率
引上げ実施日」といいます。）に製造たばこ
の製造場又は保税地域以外の場所で、販売の
ために所持する製造たばこの本数（ 2以上の
場所で製造たばこを所持している場合には、
その合計本数）が20,000本以上である製造た
ばこの製造者又は販売業者に対しては、その
者が製造たばこの製造者として、その所持す
る製造たばこを税率引上げ実施日に製造たば
この製造場から移出したものとみなして、税
率引上げ額と同額のたばこ税を課税する手持
品課税を行うこととされています（改正法附
則66①⑧⑩）。
　具体的な税率引上げ実施日、申告期限、納
期限及び手持品課税の税率については、次の
表のとおりです。

税率引上げ実施日 申告期限 納期限 手持品課税の税率（1,000本当たり）

令和 9年 4月 1日 同年 4月30日 同年 9月30日 500円

令和10年 4 月 1 日 同年 5月 1日 同年10月 2 日 500円

令和11年 4 月 1 日 同年 5月 1日 同年10月 1 日 500円
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　手持品課税の申告納付の方法等は、次のと
おりです。
イ　税率引上げ実施日に製造たばこを販売の
ために20,000本以上所持していたことによ
り手持品課税の対象となった者は、その所
持していた製造たばこについて、その貯蔵
場所（小売販売業者にあっては営業所）ご
とに、その所持する製造たばこの数量及び
納付すべき税額等を記載した申告書を、そ
の申告期限までに、その貯蔵場所の所在地
を所轄する税務署長に申告しなければなり
ません（改正法附則66②⑨⑪）。
ロ　納税申告書を提出した者は、その納期限
までに手持品課税の納付税額を国に納付し
なければなりません（改正法附則66③⑨⑪）。
ハ　手持品課税を受けた製造たばこのうち、
特定販売業者が自ら輸入したもので販売の
ため所持するものを輸出した場合又は保税
地域に入れ、あらかじめ税関長の承認を受
けて廃棄した場合には、当初の輸入の際に
納付した税額と手持品課税により課された
税額（手持品課税の対象となった製造たば
こであることについて税関長の確認を受け
たものに限ります。）との合計額を、輸出
又は廃棄をした特定販売業者に還付するこ
ととされています（改正法附則66⑤⑨⑪）。
ニ　手持品課税を受けた製造たばこを、その
後、それを移出した製造場に戻し入れた場
合（販売業者から返品された製造たばこを、
その製造者の他の製造場に移入した場合を
含みます。）又は移出した製造場以外の製
造場に移入して再び移出した場合には、当
初移出した際に納付した税額と手持品課税
により課された税額（手持品課税の対象と
なった製造たばこであることについて税務
署長の確認を受けたものに限ります。）と
の合計額を、その者に係るたばこ税額から
控除し、又はその者に還付することとされ
ています（改正法附則66⑥⑨⑪）。
ホ　上記のほか、相続があった場合の手持品

課税に係る申告義務の承継規定及び手持品
課税に係る罰則規定が設けられています
（改正法附則66⑦⑨⑪⑬～⑰）。

④　未納税移出等の経過措置
　税率引上げ実施日前に、未納税移出の適用
を受けて製造たばこを製造場から移出した場
合で、税率引上げ実施日以後に免税手続につ
いての条件不履行があり、その製造たばこに
係るたばこ税を徴収することとなった場合に
おけるたばこ税の税率は、引上げ後の税率に
よることとされています（改正法附則64）。
　この経過措置は、税率引上げ等の際に未納
税移出の制度を利用して、その税額差を不当
利得されないよう配慮したものであり、従来
から個別間接税の税率引上げの際には同様の
措置が講じられているところです。
　また、未納税引取り等の規定の適用を受け
て保税地域から免税で引き取られた製造たば
こについても同趣旨の規定が設けられていま
す（改正法附則65）。
⑤　たばこ特別税に関する規定の改正
　前述したとおり、製造たばこに対しては、
国と地方のたばこ税のほか、たばこ特別税が
課されていますが、たばこ特別税の申告納付
は、国のたばこ税の申告納付にあわせて行う
こととされており、納付税額等の計算は、国
のたばこ税とたばこ特別税の合計額で計算す
ることとされています。
　また、国のたばこ税の収入が一般会計の歳
入とされるのに対し、たばこ特別税は旧国鉄
長期債務の一般会計への承継等に伴い一般会
計の負担が増加することに鑑みて創設された
税であるため、その収入は国債整理基金特別
会計に直入することとされています。
　したがって、国のたばこ税とたばこ特別税
の合計額で納付等された納付金額、控除金額、
還付金額及び延滞税額等については、一般会
計の歳入となる国のたばこ税に係る部分と国
債整理基金特別会計の歳入となるたばこ特別
税に係る部分とに区分する必要がありますが、
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その区分は国のたばこ税とたばこ特別税の合
計額を、それぞれの税率に基づく割合で按分
する旨の規定が、たばこ特別税の根拠法であ
る「一般会計における債務の承継等に伴い必
要な財源の確保に係る特別措置に関する法
律」に定められています。
　今回、国のたばこ税の税率が引き上げられ
ることに伴い、国のたばこ税とたばこ特別税
の税率に基づく割合が変化するため、同法に
ついても所要の規定の整備が行われるととも
に、今回の国のたばこ税の税率引上げが 3回
に分けて段階的に行われるため、所要の読替
規定が設けられました（改正法附則69、70）。

2 　入国者が輸入する紙巻たばこのたばこ
税の税率の特例措置の延長

⑴　改正前の制度の概要等
　保税地域から引き取られる製造たばこのうち、
令和 7年 3月31日までに、本邦に入国する者が
その入国の際に携帯して輸入し、又は別送して
輸入する紙巻たばこ（免税となる数量を超えて
商業量に達するまでの数量のものに限ります。）
に係るたばこ税の税率は、1,000本につき14,500
円とされていました（旧措法88の 2 ）。また、
たばこ特別税についての入国者が携帯又は別送
して輸入する紙巻たばこに係る特例税率は、
1,000本につき500円とされています（財源確保
法 8 ②）。したがって、入国者が携帯又は別送
して輸入する紙巻たばこのうち、免税となる数
量を超えて商業量に達するまでの数量のものに
係る税率については、たばこ税及びたばこ特別
税を合わせて、1,000本につき15,000円となって
います。
　なお、入国者が携帯又は別送して輸入する紙
巻たばこについては、地方のたばこ税は課され
ず、また、入国者が携帯又は別送して輸入する
紙巻たばこのうち、本特例の適用を受ける紙巻
たばこについては、租税特別措置法の規定によ
り消費税が課されないこととされています（措

法86の 3 ）。
（参考）　入国者が携帯して輸入する紙巻たばこに

ついて、免税となる数量を超えて商業量に

達するまでの数量については、昭和62年 3

月末までは、通関時における納税手続の簡

素化等を図る観点から、関税及び内国消費

税の税率を総合したものを基礎として算出

されていた簡易税率が関税定率法に定めら

れており、これを適用することとされてい

ました。

　紙巻たばこについては、昭和61年の日米

たばこ協議合意に基づき、昭和62年 4 月から、

紙巻たばこに対する関税が無税とされたこ

とに伴い、それまで入国者が携帯して輸入

する紙巻たばこに適用されていた関税定率

法に基づく簡易税率が適用できなくなりま

したが、入国者に係る通関事務が円滑に行

われることの重要性に変化はないことから、

昭和62年度税制改正において、関税の簡易

税率の代替措置として、「入国者が輸入する

紙巻たばこのたばこ税の税率の特例措置」

が租税特別措置法に設けられました。

⑵　改正の内容
　本特例については、紙巻たばこに係る関税の
無税化が関税暫定措置法により 1年ごとの措置
とされていることから、本特例の適用期限も関
税暫定措置法の改正に併せて 1年ごとに延長さ
れてきました。
　令和 7年 3月31日に期限が到来する本特例の
適用期限については、令和 7年度税制改正にお
いても、紙巻たばこに係る関税を無税とする関
税暫定措置法の暫定税率の適用期限が 1年延長
されることに併せて、令和 8年 3月31日まで 1
年延長することとされました（措法88の 2 ①）。

⑶　適用関係
　上記の改正は令和 7年 4月 1日から施行され
ています（改正法附則 1）。
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三　自動車重量税関係の改正

1 　新車新規登録から18年又は13年を経過
した一定の検査自動車に係る自動車重量
税率の特例措置の改正

⑴　改正前の制度の概要
　道路運送車両法施行規則では、自動車検査登
録制度（以下「車検制度」といいます。）にお
いて、自動車検査証の残存する有効期間を失う
ことなく継続検査（いわゆる「車検」）を受け
られる期間の起算日について、本土に使用の本
拠の位置を有する自動車は自動車検査証の有効
期間が満了する日の「 1月前」とし、離島に使
用の本拠の位置を有する自動車は、自動車検査
証の有効期間が満了する日の「 2月前」と定め
ていました。
（注）　「離島」とは、橋又はトンネルによる本土

（本州、北海道、四国、九州及び沖縄島をいい

ます。）との間の交通又は移動が不可能な島を

いいます。

　自動車重量税は、自動車検査証の交付等の時
点で燃費等の環境性能に関する一定の基準を満
たしている自動車は本則税率が適用され、それ
以外の自動車は新車新規登録からの経過年数
（18年超、13年超、13年以下）に応じた特例税
率が適用されることとなっています。
　この経過年数について、上記の車検制度を踏
まえ、一定の自動車を除き、
①　本土に使用の本拠の位置を有する自動車は
新車新規登録を受けた日の属する月から起算
して18年又は13年を「経過する月」、
②　離島に使用の本拠の位置を有する自動車は
新車新規登録を受けた日の属する月から起算
して18年又は13年を「経過する月の前月」
の初日以後に自動車検査証の交付等を受ける検
査自動車を18年超又は13年超として取り扱うこ
ととされていました（旧措法90の11の 2 、90の
11の 3 、旧措令51の 3 、旧措規40の 3 ）。

（参考）　13年を「経過する月」とは、例えば、新

車新規登録が平成24年（2012年） 6 月の場

合には、令和 7年（2025年） 5月となります。

⑵　改正の背景
　昨今の自動車整備士の不足に伴い、一部の自
動車整備工場において車検に対応できるキャパ
シティを超えた結果、指定の期間内に車検を受
検することができないといった事例が生じてい
ます。
　このため、自動車整備業界の働き方改革及び
自動車の使用者の利便性向上を図る観点から車
検制度の見直しとして、道路運送車両法施行規
則について、自動車検査証の残存する有効期間
を失うことなく車検を受けられる期間の起算日
を、使用の本拠の位置にかかわらず自動車検査
証の有効期間が満了する日の「 2月前」とする
改正が行われました（令和 7年 4月 1日施行）。

⑶　改正の内容
　車検制度の見直しに伴い、本特例措置の対象
となる検査自動車については、使用の本拠の位
置にかかわらず新車新規登録を受けた日の属す
る月から起算して18年又は13年を「経過する月
の前月」の初日以後に自動車検査証の交付等を
受けるものを18年超又は13年超として取り扱う
こととされました（措法90の11の 2 、90の11の
3 、措令51の 3 ）。
（注）　本特例措置の対象となる検査自動車のうち

軽自動車については、初めて車両番号の指定

を受けた年のみがデータ管理の対象となって

いたことを踏まえ、初めて車両番号の指定を

受けた年から起算して18年又は13年を経過し

た年の「12月」の初日以後に自動車検査証の

交付等を受けるものに適用することとされて

いましたが、上記の見直しに伴い、初めて車

両番号の指定を受けた年から起算して18年又
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は13年を経過した年の「11月」の初日以後に

自動車検査証の交付等を受けるものに適用す

ることとされました。

⑷　適用関係
　上記の改正は、令和 7年 4月 1日以後に自動
車検査証の交付等を受ける自動車に係る自動車
重量税について適用されています（改正法附則
1、改正措令附則 1、改正措規附則 1）。

○自動車重量税の税率の概要� （単位：円）

車　　種 車検
期間

本則
税率
（注）

当分の間税率

13年未満 13年超 18年超

自家用 営業用 自家用 営業用 自家用 営業用

検
査
自
動
車

乗用自動車

３年 車両重量
0.5tごと 7,500 12,300 ― ― ― ― ―

２年 〃 5,000 8,200 ― 11,400 ― 12,600 ―

１ 年 〃 2,500 4,100 2,600 5,700 2,700 6,300 2,800

バス １年 車両総重量
1 tごと 2,500 4,100 2,600 5,700 2,700 6,300 2,800

ト
ラ
ッ
ク

車両総重量
2.5ｔ超

２年 〃 5,000 8,200 5,200 ― ― ― ―

１年 〃 2,500 4,100 2,600 5,700 2,700 6,300 2,800

車両総重量
2.5ｔ以下

２年 〃 5,000 6,600 5,200 ― ― ― ―

１年 〃 2,500 3,300 2,600 4,100 2,700 4,400 2,800

特種車
２年 〃 5,000 8,200 5,200 11,400 5,400 12,600 5,600

１ 年 〃 2,500 4,100 2,600 5,700 2,700 6,300 2,800

小型二輪

３年 定額 4,500 5,700 4,500 ― ― ― ―

２年 〃 3,000 3,800 3,000 4,600 3,200 5,000 3,400

１ 年 〃 1,500 1,900 1,500 2,300 1,600 2,500 1,700

検査対象軽自動車

３年 〃 7,500 9,900 ― ― ― ― ―

２年 〃 5,000 6,600 5,200 8,200 5,400 8,800 5,600

１ 年 〃 2,500 3,300 2,600 4,100 2,700 4,400 2,800

届出
軽自
動車

検査対象外
軽自動車

二輪車 － 〃 4,000 4,900 4,100 ― ― ― ―

その他 － 〃 7,500 9,900 7,800 ― ― ― ―

注�．足元のエコカー減税の対象となる車等、一定の環境性能を有する車両に該当する場合には本則税率が適用
される（13年超／18年超の場合を含む）。

2 　使用済自動車に係る自動車重量税の還
付措置の見直し

⑴　改正前の制度の概要
　自動車重量税は、自動車が車検を受け、又は
届出を行うことにより、道路を走行することが

可能になるという法的地位の取得あるいは利益
の享受に着目して課税される一種の権利創設税
であり、自動車検査証の交付等を受ける際に課
されることとなります。
　このような税の性格から、一旦車検が有効な
ものとなっている自動車については、廃車され
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た場合であっても、自動車重量税の還付措置は
設けられていませんでしたが、平成14年度税制
改正において、使用済自動車の不法投棄防止及
びリサイクル促進という政策的観点から、自動
車検査証の有効期間内に使用済自動車となり、
適正に解体された自動車（以下「使用済自動
車」といいます。）について還付措置が設けら
れました。
　その後、平成29年度税制改正においては、災
害が頻発していることを踏まえ、被災者や被災
事業者の不安を早期に解消するとともに、復旧
や復興の動きに遅れることなく税制上の対応を
手当する観点から、自然災害（被災者生活再建
支援法第 2条第 2号に規定する政令で定める自
然災害をいいます。以下同じです。）により被
災した自動車（以下「被災自動車」といいま
す。）に係る自動車重量税の還付措置が講じら
れました。
　なお、使用済自動車又は被災自動車に係る自
動車重量税の還付措置（以下「本措置」といい
ます。）の適用を受けようとする場合には、使
用済自動車又は被災自動車の所有者が、還付申
請書を国土交通大臣等を通じて税務署長に提出
することにより、還付を受けることとなります
（措法90の15④）。
　また、当該還付申請書に係る還付金額につい
ては、一定の区分に応じて定められた日（以下
「確定日」といいます。）に基づき、以下のとお
り計算されることとなります（措令51の 5 ③）。
（注 1）　災害被害者に対する租税の減免、徴収猶

予等に関する法律（昭和22年法律第175号）

第 9 条の規定の適用を受ける場合は、本措

置は適用されません（措法90の15③）。
（注 2）　被災自動車が本措置の適用を受けようと

する場合は、当該被災自動車に係る自然災

害の発生した日から同日以後 5 年を経過す

る日までの間に還付申請書を国土交通大臣

等を通じて税務署長に提出する必要があり

ます（措令51の 5 ⑧）。

①　②以外の場合は、自動車検査証の交付等を
受ける際に納付された自動車重量税の額に相
当する金額を自動車検査証の有効期間の月数
で除し、これに確定日から当該自動車検査証
に記録された有効期間の満了する日までの月
数を乗じて計算した金額（措令51の 5 ③一本
文）
（注 1）　使用済自動車又は被災自動車が特定自

動車（自動車検査証の有効期間が満了す

る日の 2 月前の日から当該満了する日の

1 月前の日の前日までの間に車検を受け

た一定の自動車をいいます。）であり、か

つ、確定日が新自動車検査証（当該車検

の結果、返付を受ける自動車検査証をい

います。以下同じです。）の返付の日から

旧自動車検査証（当該返付を受ける前の

自動車検査証をいいます。以下同じで

す。）の有効期間の満了する日の 1月前の

日までの間の日である場合には、旧自動

車検査証の交付又は返付の際に納付され

た自動車重量税の額に相当する金額を旧

自動車検査証の有効期間の月数で除して

計算した金額及び新自動車検査証の返付

の際に納付された自動車重量税の額に相

当する金額の合計額（旧措令51の 5 ③一

括弧書）
（注 2）　月数は暦に従って計算し、 1 月に満た

ない端数があるときは切り捨てます（措

令51の 5 ⑤）。

②　使用済自動車又は被災自動車に係る自動車
重量税の額につき、既に、本措置の適用によ
り還付された金額がある場合又は還付を受け
ようとしている場合は、①により計算した金
額から当該還付された金額又は当該還付を受
けようとする金額を控除した金額（措令51の
5 ③二）
（注）　この還付金には、国税通則法の規定によ

る還付加算金は付されません（措法90の15

⑤）。
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⑵　改正の内容
　 1の改正により上記⑴①（注 1）における特
定自動車に関する規定が削除されたことから、
本措置に係る還付金額の計算方法について見直
しが行われました。
　具体的には、自動車検査証の有効期間の満了
する日の 2月前の日から当該満了する日の 1月
前の日までの間に車検を受け、その結果、返付
を受ける自動車検査証の有効期間の起算日が従
前の有効期間の満了する日の翌日とされる場合
であって、かつ、確定日が新自動車検査証の返
付の日から旧自動車検査証の有効期間の満了す
る日の 1月前の日までの間の日である場合には、

旧自動車検査証の交付又は返付の際に納付され
た自動車重量税の額に相当する金額を旧自動車
検査証の有効期間の月数で除し、これに確定日
から当該旧自動車検査証に記録された有効期間
の満了する日までの月数を乗じて計算した金額
及び新自動車検査証の返付の際に納付された自
動車重量税の額に相当する金額の合計額とする
こととされました（措令51の 5 ③一括弧書）。

⑶　適用関係
　上記の改正は、令和 7年 4月 1日から施行さ
れています（改正措令附則 1）。

措令51の 5 ③一本文（改正なし）

改正後の措令51の 5 ③一括弧書き

○　自動車検査証の有効期間内に廃車した場合

○　旧自動車検査証の有効期間の満了する日の 1 月前の日から当該満了する日までの間に継続検査を受検した後、旧自動車検査証の残存する
有効期間内に廃車した場合

○　旧自動車検査証の有効期間の満了する日の 2 月前の日から当該満了する日の 1 月前の日までの間に継続検査を受検した後、当該満了する
日の 1 月前の日までの間に廃車した場合

自動車検査証： 3 年間（36ヶ月）

還付額：　（ 11,200円  ÷  36ヶ月 ）　×  9 ヶ月  ＝  2,800円

還付額：　（ 15,000円  ÷  24ヶ月 ）　×  24ヶ月  ＝  15,000円

還付額：　（ 11,200円  ÷  36ヶ月  ×  1 ヶ月 ）  ＋  15,000円  ＝  15,311円

残存する有効期間（ 9 ヶ月）（継続検査を受検せずに廃車）

新規検査
（11,200円）

新規検査の
満了日

1 ヶ月未満

確定日
廃車

自動車検査証： 3 年間（36ヶ月） 新自動車検査証： 2 年間（24ヶ月）

新規検査
（11,200円）

継続検査
（15,000円）

新規検査の
満了日

継続検査の
満了日

確定日
廃車

残存する有効期間

1 ヶ月未満

旧自動車検査証： 3 年間（36ヶ月） 新自動車検査証： 2 年間（24ヶ月）

新規検査
（11,200円）

継続検査
（15,000円）

新規検査の
満了日

継続検査の
満了日

確定日
廃車 残存する有効期間

満 1 ヶ月

残存する有効期間

改正前の「特定自動車」が該当

〔具体的事例〕自動車重量税納付額：新規検査時：11,200円、継続検査時：15,000円の例（車両重量1.4トン、エコカー減税▲50%軽減が適用され
　　　　　　 る自動車）

改正後における使用済自動車に係る自動車重量税の還付計算の具体的事例
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四　印紙税関係の改正

1 　独立行政法人日本学生支援機構等が作
成する非課税文書の見直し

⑴　制度の概要
　印紙税は、経済取引等に伴う文書の作成・行
使の背後には経済的利益が存在すると推定され
ること等から、各種の契約書、有価証券、定款、
預貯金証書、保険証券、金銭又は有価証券の受
取書など、印紙税法別表第 1に掲げる20種類の
課税文書に対して軽度の負担を求めています。
　ただし、印紙税法別表第 3の文書名の欄に掲
げる文書で、同表の作成者の欄に掲げる者が作
成したものについては、同法第 5条第 3号の規
定に基づき非課税とされています。同表には
様々な文書が掲名されていますが、事業団その
他の特殊法人が作成する文書の一部を非課税と
するものの 1つとして、独立行政法人日本学生
支援機構（以下「JASSO」といいます。）等が
作成した独立行政法人日本学生支援機構法（平
成15年法律第94号。以下「支援機構法」といい
ます。）に規定する学資の貸与（以下「貸与型
奨学金」といいます。）に係る業務に関する文
書が掲名されています。
（参考）　旧印紙税法（昭和42年法律第23号）（抄）

（非課税文書）

第 5 条　別表第 1 の課税物件の欄に掲げる

文書のうち、次に掲げるものには、印紙

税を課さない。

一・二　省　略

三　別表第 3 の上欄に掲げる文書で、同

表の下欄に掲げる者が作成したもの

別表第 3　非課税文書の表（第 5条関係）

文書名 作成者

省　略 省　略

独立行政法人日本
学生支援機構法

独立行政法人日本
学生支援機構、独

（平成15年法律第
94号）第13条第 1
項第 1号（業務の
範囲）に規定する
学資の貸与に係る
業務に関する文書

立行政法人日本学
生支援機構の業務
の委託を受ける者
又は当該業務に係
る学資の貸与を受
ける者

省　略 省　略

⑵　改正の背景等
　JASSO が実施する学資の支給（以下「給付
型奨学金」といいます。）については、一定の
事由に該当し、支給対象としての認定を取り消
した際、支給した給付型奨学金の返還が必要と
なる場合があります（支援機構法17の 3 ）。こ
の返還に当たっては、JASSO が確実に返還金
を回収する必要がある一方で、貸与型奨学金と
同様に、経済的な理由で返還が困難な場合は学
生等が返還猶予や減額返還制度などの返還支援
策を利用できるようにし、返還に係る負担軽減
を図る必要があるという観点から、JASSO と
学生等との間で金銭消費貸借の目的を有する返
還誓約書が作成されています。
　上記⑴のとおり、貸与型奨学金に係る業務に
関する文書については印紙税が非課税とされて
いますが、給付型奨学金に係る返還誓約書につ
いては印紙税が課税されていました。

⑶　改正の内容
　給付型奨学金を利用する学生等は経済的理由
により修学に困難があり、返還が発生すること
でさらに経済的に厳しい状況に陥る可能性があ
ること、従来から非課税とされている JASSO
の他の業務に関する文書との関係を踏まえ、
JASSO 等が作成する支援機構法第13条第 1 項
第 1号に規定する学資の支給に係る業務に関す
る文書を印紙税が非課税となる文書の範囲に加
えることとされました（印法別表第 3）。
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⑷　適用関係
　上記の改正は、令和 7 年 4 月 1 日以後に
JASSO 等が作成する支援機構法第13条第 1 項
第 1号に規定する学資の支給に係る業務に関す
る文書について適用されます（改正法附則24）。

2 　国民健康保険団体連合会が作成する非
課税文書の見直し

⑴　改正前の制度の概要
　印紙税法別表第 3には、社会保険、年金、退
職金共済等に関する文書を非課税とするものの
一つとして、国民健康保険団体連合会（以下
「連合会」といいます。）が作成する児童福祉法
（昭和22年法律第164号）等に基づく一定の業務
に関する文書が掲名されています。
（参考）　旧印紙税法（昭和42年法律第23号）（抄）

（非課税文書）

第 5 条　別表第 1 の課税物件の欄に掲げる

文書のうち、次に掲げるものには、印紙

税を課さない。

一・二　省　略

三　別表第 3 の上欄に掲げる文書で、同

表の下欄に掲げる者が作成したもの

別表第 3　非課税文書の表（第 5条関係）

文書名 作成者

省　略 省　略

児童福祉法（昭和22年法律第
164号）第56条の 5 の 2（連合
会の業務）の規定による業務、
高齢者の医療の確保に関する法
律第155条第 1 項（国保連合会
の業務）の規定による業務、介
護保険法第176条第 1 項第 1 号
及び第 2 号並びに第 2 項第 3 号
（連合会の業務）に掲げる業務
並びに障害者の日常生活及び社
会生活を総合的に支援するため
の法律（平成17年法律第123号）
第96条の 2（連合会の業務）の
規定による業務に関する文書

国民健
康保険
団体連
合会

省　略 省　略

⑵　改正の背景等
　政府により設置された医療DX推進本部にお
いて、「医療DXの推進に関する工程表」（令和
5年 6月 2日医療DX推進本部決定）が取りま
とめられ、「関係機関や行政機関等の間で必要
な情報を安全に交換できる情報連携の仕組みを
整備し、自治体システムの標準化の取組と連動
しながら、介護保険、予防接種、母子保健、公
費負担医療や地方単独の医療費助成などに係る
情報を共有していく」こととされました。
　また、「経済財政運営と改革の基本方針
2024」（令和 6 年 6 月21日閣議決定）では、よ
り質の高い効率的な医療・介護を提供する体制
を構築するとともに、医療データを活用し、医
療のイノベーションを促進するため、政府を挙
げて医療・介護DXを確実かつ着実に推進する
こととされています。
　現在、自治体が実施主体となっている医療費
助成・母子保健・予防接種・介護保険等分野の
業務については、国民、自治体、医療機関・薬
局といった当事者にとって、紙での情報連携に
かかる業務負担が多く、改善が必要な状況にあ
ります。
　こうした状況を踏まえ、関係機関や行政機関
等の間で必要な情報を安全に交換できる情報連
携の仕組みを整備し、介護保険、予防接種、母
子保健、公費負担医療や地方単独の医療費助成
などに係る情報を共有していくための環境整備
として、自治体・医療機関等をつなぐ情報連携
システム（Public Medical Hub 。以下「PMH」
といいます。）が開発され、今後運用されてい
くこととされています。
　この PMHのうち、予防接種及び母子保健の
デジタル化に必要なシステムについては、感染
症の予防及び感染症の患者に対する医療に関す
る法律等の一部を改正する法律（令和 4年法律
第96号。以下「感染症法等一部改正法」といい
ます。）等により、自治体は予防接種法等に基
づく一定の業務を連合会に委託することができ
ることとされました。
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（参考 1）　感染症法等一部改正法による改正後の

予防接種法（昭和23年法律第68号）（抄）

（連合会の業務）

第43条　連合会は、国民健康保険法第85条

の 3 に規定する業務のほか、第 1 条に規

定する目的を達成するため、次に掲げる

業務を行う。

一　省略

二　第57条第 1 項の規定により市町村長

又は都道府県知事から委託を受けて行

う同項各号に掲げる事務に関する業務

三　前 2号に掲げる業務に附帯する業務

（支払基金等への事務の委託）

第57条　市町村長及び都道府県知事は、次

に掲げる事務の全部又は一部を支払基金

等に委託することができる。

一　定期の予防接種等の実施事務等に係

る当該定期の予防接種等の対象者又は

その保護者に係る情報の収集若しくは

整理又は利用若しくは提供に関する事

務

二　当該市町村長又は都道府県知事から

定期の予防接種等の実施事務等の委託

を受けた者に対する当該定期の予防接

種等の実施事務等の処理に要する費用

の支払に関する事務

2　省略
（参考 2）　地域の自主性及び自立性を高めるため

の改革の推進を図るための関係法律の整

備に関する法律（令和 6 年法律第53号。

以下「令和 6 年度地域分権一括法」とい

います。）による改正後の母子保健法（昭

和40年法律第141号）（抄）

（支払基金及び連合会への事務の委託）

第 8 条の 3 　市町村は、第12条第 1 項若し

くは第13条第 1 項の健康診査（次項にお

いて「健康診査」という。）又は第17条の

2 第 1 項に規定する産後ケア事業（次項

において「産後ケア事業」という。）の対

象者に係る情報の収集若しくは整理又は

利用若しくは提供に関する事務の全部又

は一部を社会保険診療報酬支払基金法（昭

和23年法律第129号）による社会保険診療

報酬支払基金（以下「支払基金」とい

う。）及び国民健康保険法（昭和33年法律

第192号）第45条第 5 項に規定する国民健

康保険団体連合会（以下「連合会」とい

う。）に委託することができる。

2 　市町村は、健康診査又は産後ケア事業

の実施に関する事務を委託した者に対す

る当該事務の処理に要する費用の支払に

関する事務の全部又は一部を連合会に委

託することができる。

3　省略

（連合会の業務）

第22条の14　連合会は、国民健康保険法第

85条の 3 に規定する業務のほか、第 1 条

に規定する目的を達成するため、次に掲

げる業務（以下「連合会受託業務」とい

う。）を行うことができる。

一　第 8 条の 3 第 1 項及び第 2 項の規定

による委託を受けて行うこれらの規定

に規定する事務に関する業務を行うこ

と。

二　前号に掲げる業務に附帯する業務を

行うこと。

⑶　改正の内容
　現行、印紙税が非課税とされている連合会の
他の業務に関する文書との関係を踏まえ、連合
会が作成する以下①及び②の文書を印紙税が非
課税となる文書の範囲に加えることとされまし
た（印法別表第 3）。
①　予防接種法第43条第 2号及び第 3号（同条
第 2 号の業務に係る業務に限る。）に掲げる
業務に関する文書
②　母子保健法第22条の14各号に掲げる業務に
関する文書

─ 895 ─

――租税特別措置法等（間接税等関係）の改正――



⑷　適用関係
　上記⑶①の改正は、感染症法等一部改正法の
公布の日（令和 4年12月 9 日）から起算して 3
年 6月を超えない範囲内において政令で定める
日以後に作成する文書に係る印紙税について適
用されます（改正法附則 1十）。
　上記⑶②の改正は、令和 6年度地域分権一括
法の公布の日（令和 6年 6月19日）から起算し
て 3年を超えない範囲内において政令で定める
日以後に作成する文書に係る印紙税について適
用されます（改正法附則 1十一）。

3 　特定の学資としての資金の貸付けに係
る消費貸借契約書の印紙税の非課税措置
の延長

⑴　改正前の制度の概要等
　我が国においては、子どもの将来がその生ま
れ育った環境によって左右されることのないよ
う、教育の機会均等の実現を図ることが、国や
地方公共団体はもとより、国民全体に対して求
められています（旧子どもの貧困対策の推進に
関する法律 ３～ ５）。
（参考）　旧子どもの貧困対策の推進に関する法律

（平成25年法律第64号）（抄）

（国の責務）

第 ３ 条　国は、前条の基本理念（次条にお

いて「基本理念」という。）にのっとり、

子どもの貧困対策を総合的に策定し、及

び実施する責務を有する。

（地方公共団体の責務）

第 ４ 条　地方公共団体は、基本理念にのっ

とり、子どもの貧困対策に関し、国と協

力しつつ、当該地域の状況に応じた施策

を策定し、及び実施する責務を有する。

（国民の責務）

第 ５ 条　国民は、国又は地方公共団体が実

施する子どもの貧困対策に協力するよう

努めなければならない。

　このため、義務教育以降の後期中等教育及び

高等教育段階においても、意欲と能力のある者
が家庭の経済状況によって進学を断念すること
がないよう支援をしていくことが重要となりま
す。
　このような観点を踏まえ、平成28年度税制改
正において、それまでその事業に関し作成され
る消費貸借契約書について印紙税の非課税措置
が講じられていた都道府県（都道府県に代わっ
て奨学金事業を実施する公益社団法人及び公益
財団法人を含みます。）及び JASSO が実施す
る奨学金事業に加え、教育の機会均等の補完的
な役割を担う公益法人等が実施する特定の学資
としての資金の貸付けに係る消費貸借契約書に
ついても印紙税の非課税対象とすることとされ
ました。
　具体的には、高等学校、大学等の生徒又は学
生であって経済的理由により修学に困難がある
者に対して文部科学大臣の確認を受けた無利息
で行われる学資としての資金の貸付けに係る消
費貸借契約書のうち、平成28年 4 月 1 日から平
成31年 3 月31日までの間に作成されるものには、
印紙税を課さないこととされました。
　令和元年度税制改正及び令和 4年度税制改正
において、本特例措置の必要性や適用実績等を
踏まえ、その適用期限がそれぞれ 3年延長され、
令和 7年 3月31日までの措置とされました（旧
措法91の 3 ②）。

⑵　改正の内容
　本特例措置については、引き続き、教育の機
会均等の実現を図るため、その補完的な役割を
担う公益法人等が実施する奨学金事業が重要で
あること等を踏まえ、その適用期限を 3年延長
し、令和10年 3 月31日までの措置とすることと
されました（措法91の 3 ②）。

⑶　適用関係
　上記の改正は、令和 7年 4月 1日から施行さ
れています（改正法附則 1）。
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4 　新型コロナウイルス感染症及びそのま
ん延防止のための措置によりその経営に
影響を受けた事業者に対して行う特別貸
付けに係る消費貸借契約書の印紙税の非
課税措置の延長

⑴　改正前の制度の概要
　公的貸付機関等又は金融機関が特定事業者
（新型コロナウイルス感染症及びそのまん延防
止のための措置によりその経営に影響を受けた
事業者をいいます。以下同じです。）に対して
新型コロナウイルス感染症等によりその経営に
影響を受けたことを条件として他の金銭の貸付
けの条件に比し特別に有利な条件で行う特別貸
付けに係る消費貸借契約書のうち、特定日とし
て規定された令和 3年 1月31日までに作成され
るものについては、印紙税を課さないこととさ
れました。
　令和 3年 1月31日の適用期限の到来に際して
は、新型コロナウイルス感染症及びそのまん延
防止のための措置によりその経営に影響を受け
る事業者が多くあり、これを受け、多くの公的
貸付機関等及び金融機関が引き続き特定事業者
に対する特別貸付制度を存置していることを踏
まえ、令和 3年度税制改正において、その適用
期限が延長され、令和 4年 3月31日までの措置
とされました。
　令和 4年度税制改正から令和 6年度税制改正
までの各年度において、その適用期限がそれぞ
れ 1年延長され、令和 7年 3月31日までの措置
とされました（新型コロナ税特法11、旧新型コ
ロナ税特令 8、新型コロナ税特規 6）。
（注 1）　上記の「公的貸付機関等」とは、地方公

共団体、株式会社日本政策金融公庫、沖縄

振興開発金融公庫、独立行政法人中小企業

基盤整備機構、独立行政法人福祉医療機構

などをいいます（新型コロナ税特法11①、

新型コロナ税特令 8 ①、新型コロナ税特規

6①）。
（注 2）　上記の「金融機関」とは、銀行、信用金庫、

信用協同組合、労働金庫、信用金庫連合会、

協同組合連合会、労働金庫連合会、農業協

同組合、農業協同組合連合会、漁業協同組合、

漁業協同組合連合会、水産加工業協同組合、

水産加工業協同組合連合会、農林中央金庫、

株式会社商工組合中央金庫及び株式会社日

本政策投資銀行をいいます（新型コロナ税

特法11②、新型コロナ税特令 8④）。

⑵　改正の内容
　本措置については、コロナ禍からの社会経済
活動の正常化が進み、経営上の課題が売上減少
から人手不足・賃上げ・原材料費高騰等への対
応にシフトしていることから、各種資金繰り支
援策についても、経営改善・再生はもちろん、
成長促進も含め、多岐にわたる経営課題に対応
できるよう見直しが行われ、公的貸付機関等に
よる新型コロナウイルス感染症対策に係る資金
繰り支援策の実行が令和 7年 8月31日で終了す
ることに鑑み、その適用期限を令和 7年 8月31
日まで延長することとされました（新型コロナ
税特令 8③）。

⑶　適用関係
　上記の改正は、令和 7年 4月 1日から施行さ
れています（新型コロナウイルス感染症等の影
響に対応するための国税関係法律の臨時特例に
関する法律施行令の一部を改正する政令（令和
7年政令第133号）附則）。
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